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１ 復興整備計画の区域（計画区域）（法第４６条第２項第１号関係） 

 楢葉町の全域（別添の復興整備事業総括図のとおり） 

２ 復興整備計画の目標（法第４６条第２項第２号関係） 

● 地震・津波災害と原子力災害を克服し、より健康で暮らしやすい、新しい楢葉の礎をつくる。 

～住む人すべてが安心して健康に暮らす、先進モデルの町を目指して～ 

① 安心で暮らしやすい移転先の確保を図る。 

・津波被災者の意向を尊重し、かつ従来の地域コミュニティを維持しながら適地に防災集団移転促進事業や災害公営住宅などの整備を進め、居住の確保と定

住化に努める。 

② 津波防災地域づくりの総合的推進を図る。 

・安全と安心を第一とし、景観等にも十分配慮しながら多重防御を基本とした防潮堤や海岸防災林等の津波防御施設の整備により適切な防災・減災対策を図

り、かつ避難道路の整備や避難誘導・津波浸水履歴表示板の設置、津波防災教育施設の整備、ハザードマップの作成などハードとソフトの施策の組み合わせ

により住民の生命と財産を守る。 

③ コンパクトなまちづくりを目指す。 

・原発事故による全町避難からの早期帰還を目指すとともに、高齢化や人口減少を見据え、高齢者や子ども、女性、障がい者などに配慮したコンパクトなま

ちづくりを進める。 

④ 新規人口の受け皿づくりとしての土地利用に取り組む。 

・双葉郡の町村には、放射線量が高く、すぐには帰還困難な地域があることから、他町村被災者や新規移住者の受け入れに向けた、復興の推進、新たな観光

地となるよう有効な土地の利用を講じる。 

⑤ 被災原子力発電所及び特定廃棄物埋立処分場近接ゾーンとしての土地利用を進める。 

・除染作業や廃炉作業及び特定廃棄物処分作業の推進並びに緩衝ゾーンのための計画的土地利用に加え、今回の災害教訓を踏まえ、地震津波災害は無論のこ

と廃炉作業等に係る緊急事態を想定した多角的な土地利用を講じる。 

⑥ 地域産業の再生と新たな産業の創出のための土地利用に取り組む。 

・農業を基幹産業とした中山間地域であることから、農地の復旧と農業の復興を最優先に取り組む。 

・避難指示が解除され、「福島県営農再開支援事業」を活用し、楢葉町農業復興組合を中心に農地の保全管理を進めながら、小規模ではあるが水稲の作付け

や花き栽培、畜産も再開され、今後、本格的な営農再開を目指し、一人でも多くの農業者が町に戻り営農再開できるよう、各種条件整備に取り組む。 

・被害が甚大または長期避難等により営農の再開が困難な箇所については、農地の再編等を行い、農家の生活向上に資する新たな産業の創出に取り組む。 

・地域の産業回復に向けて、企業の帰還と新たな産業育成を図り、雇用の場の確保のため産業団地整備に取り組む。 

⑦ 農業の再構築・新産業化を図る。 

 ・基幹産業であった農業は、後継者不足などの問題に直面しているが、そのような実態を踏まえ、農業復興組合をはじめとする農業法人の育成など生産主体

を強化して農業の再構築を図る。 

 ・長期避難により耕作が困難となった農地を活用して、太陽光発電などの再生可能エネルギーの導入に取り組む。 

 

３ 土地利用方針（法第４６条第２項第３号関係） 

(1)復興整備計画の区域における土地利用の基本的方向 

①「災害に強い地域づくり」の観点から、津波による災害の危険が著しい区域については、災害危険区域の指定により原則非可住地とする。津波被害者に対



 

 

し浸水区域外の安全な内陸部に宅地を整備し防災集団移転を推進する。 

② 海岸部は防潮堤の再整備を行い、その内側に津波被害の減災にも資する海岸防災林を整備する。また防潮堤の嵩上げに併せて河川堤防の整備を行う。 

③ 津波被害を受けた農地は、災害復旧事業により農地の再生を行う。 

④ 防災集団移転元地の宅地及び農地の一部については、河川堤防、海岸防災林、道路の嵩上げ、新たな産業施設等の用地として、町復興計画の土地利用方針

に沿って有効活用を図り、広域道路網の充実と地域活性化や交流促進を図る。 

⑤ 原子力発電所に隣接する地域については、新たな産業技術を集積し、住民の雇用の場確保を図る。 

⑥ 避難道路等の町内道路整備を促進するとともに、常磐自動車道の復興ＩＣの整備、竜田駅東口駅前広場の整備を図る。 

⑦ 新たなまちづくりを目指し、複合的・広域的な災害に備えた「防災・減災」対策として、安全かつ交通の利便性の高い場所に都市防災エリアの設置を図り

、また、町民の帰還だけではなく新規移住者を増やすよう、町の観光地の周遊連結ポイントとなる多機能拠点エリアを整備する。 

⑧ 震災前の土地利用や産業の状況を踏まえつつ、震災からの復興、それに伴う新たなニーズに対応するために、農用地との調和を図りながら、災害に強い地

域づくりに向けた土地利用の転換を図る。 

● 復興整備事業の概ねの区域を表示した1/20,000地形図（別添のとおり）。 

(2)土地の用途の概要（別添の土地利用構想図及び復興整備事業総括図参照） 

① 宅地：従来のコミュニティ確保及びコンパクトな市街地形成の観点から、「コミュニケーションと共助」・「ゆとりと健康」・「防災と災害対応力」に配

慮した施設・空間を備えた、住宅団地及び災害公営住宅の住宅団地を整備する。また、町民の暮らしの再生と新たな居住を促進するため、医療・福祉・商業

・交流施設等は集約化を図り、復興拠点の中心街区と位置付ける。 

② 農地：農地の災害復旧は大半が完了し、営農再開に向けた準備も整いつつある。なお、長期避難により耕作放棄地の増大が予測されることから、農地中間

管理事業による担い手への農地集積にも取り組む。また、 

植物工場などの新たな営農の形態や再生可能エネルギー産業での土地の利活用についても検討を行っていく。 

③ 海岸防災林：従前のT.P6.2mからT.P8.7mに嵩上げ整備する防潮堤に併せ、今後の津波発生時の減災に資するよう林帯幅150～250m程度を基本として整備を

行う。その際、土盛り部分に災害ガレキ等の活用を検討する。また、河口部分の河川堤防についても防潮堤に合わせて嵩上げ整備を行う。 

④ 道路・鉄道：避難道路の整備や常磐自動車道への復興ＩＣの整備、ＪＲ鉄道再開通に伴うＪＲ竜田駅東口パーク&ライド機能を持たせた駅前広場の整備な

ど交通ネットワークの構築を図る。 

⑤ 都市防災施設：町南端部の工業団地やＪヴィレッジなどが存する区域を都市防災エリアに位置づけ、オフサイトセンターと連携した防災・医療・教育・観

光等多機能拠点施設の整備と廃炉産業などの企業集積を図る。また、ＪＲ竜田駅周辺には廃炉や除染事業の最前線基地として、作業員宿舎や事業所用地など

土地区画整備を行い、事業を後押しすることにより、町復興の加速化と帰町住民の安全確保を図る。 

⑥ 造成宅地滑動崩落緊急対策：地震の滑動や崩落により被害を受けた中満住宅団地について、一部農地を利用し滑動崩落防止緊急対策を行い、造成団地の住

環境回復と隣接する町道等公共施設の保全を図る。 

(3)復興整備事業のおおむねの区域を表示した縮尺1/25,000以上の地形図（別添の復興整備事業総括図のとおり） 

４ 復興整備事業に係る事項（法第４６条第２項第４号関係） 

事 業 区 分 図面記号 事 業 に 係 る 事 項 

(1)市街地開発事業   

(2)土地改良事業   

(3)復興一体事業   



 

 

(4)集団移転促進事業 

 

 

Ｂ地区 

 

 

 

事業名称：防災集団移転促進事業〔(仮称)一ツ屋団地（楢葉南小学校周辺地区内）〕 

実施主体：楢葉町 

実施区域：別添の復興整備事業総括図のとおり 

実施予定期間：平成26年度～平成27年度 

 Ｇ地区 事業名称：コンパクトタウン事業〔防災集団移転促進事業〕 

実施主体：楢葉町 

実施区域：別添の復興整備事業総括図のとおり 

実施予定期間：平成27年度～平成28年度 

(5)住宅地区改良事業   

(6)都市施設の整備に関する事業   

(7)津波防護施設の整備に関する事業   

(8)漁港漁場整備事業   

(9)保安施設事業   

(10)液状化対策事業   

(11)造成宅地滑動崩落対策事業 

 

Ａ地区 事業名称：造成宅地滑動崩落緊急対策事業 

実施主体：楢葉町 

実施区域：別添の復興整備事業総括図のとおり 

実施予定期間：平成25年度～平成26年度 

(12)地籍調査事業   

(13)その他施設の整備に関する事業 

 

 

 

Ｂ地区 事業名称：災害公営住宅整備事業〔(仮称)一ツ屋団地（楢葉南小学校周辺地区内）〕 

実施主体：楢葉町 

実施区域：別添の復興整備事業総括図のとおり 

実施予定期間：平成25年度～平成27年度 

Ｃ地区 事業名称：竜田駅東側地域開発事業 

実施主体：楢葉町                  

実施区域：別添の復興整備事業総括図のとおり（2工区～13工区） 

 

実施予定期間：平成26年度～令和2年度 



 

 

Ｄ地区 事業名称：診療所用地造成事業 

実施主体：楢葉町 

実施区域：別添の復興整備事業総括図のとおり 

実施予定期間：平成26年度～平成27年度 

Ｅ地区 事業名称：廃炉関連企業事業所等整備事業 

実施主体：楢葉町 

実施区域：別添の復興整備事業総括図のとおり 

実施予定期間：平成27年度～平成28年度 

Ｆ地区 事業名称：産業再生エリア整備事業（1期分・2期分（1工区・3工区）、3期分） 

実施主体：楢葉町 

実施区域：別添の復興整備事業総括図のとおり 

事業予定期間：平成27年～令和2年度 

Ｇ地区 事業名称：コンパクトタウン事業〔災害公営住宅整備事業・宅地造成事業(1期分･2期分)･商業･交流施設整 

備事業〕(1工区～6工区) 

実施主体：楢葉町 

実施区域：別添の復興整備事業総括図のとおり 

実施予定期間：平成27年度～令和元年度 

Ｈ地区 事業名称：波倉地区太陽光発電所整備事業 

実施主体：楢葉新電力合同会社 

実施区域：別添の復興整備事業総括図のとおり 

実施予定期間：平成27年度～平成29年度 

Ｉ地区 事業名称：公共災害復旧事業（再復）波倉地区海岸 

実施主体：福島県 

実施区域：別添の復興整備事業総括図のとおり 

実施予定期間：平成26年度～平成29年度 

Ｊ地区 事業名称：公共災害復旧事業（再復）木戸川宿田1号 

実施主体：福島県 

実施区域：別添の復興整備事業総括図のとおり 

実施予定期間：平成26年度～平成29年度 

Ｋ地区 事業名称：公共災害復旧事業（再復）木戸川宿田2号 

実施主体：福島県 

実施区域：別添の復興整備事業総括図のとおり 

実施予定期間：平成27年度～平成29年度 



 

 

Ｌ地区 事業名称：公共災害復旧事業（再復）前原地区海岸 

実施主体：福島県 

実施区域：別添の復興整備事業総括図のとおり 

実施予定期間：平成26年度～平成29年度 

Ｍ地区 事業名称：公共災害復旧事業（再復）山田浜地区海岸 

実施主体：福島県 

実施区域：別添の復興整備事業総括図のとおり 

実施予定期間：平成26年度～平成29年度 

Ｎ地区 事業名称：公共災害復旧事業（再復）井出川 

実施主体：福島県 

実施区域：別添の復興整備事業総括図のとおり 

実施予定期間：平成26年度～平成30年度 

Ｏ地区 事業名称：公共災害復旧事業（再復）井出地区海岸 

実施主体：福島県 

実施区域：別添の復興整備事業総括図のとおり 

実施予定期間：平成26年度～平成30年度 

Ｐ地区 事業名称：道路橋りょう整備事業 県道広野小高線 

実施主体：福島県 

実施区域：別添の復興整備事業総括図のとおり 

実施予定期間：平成27年度～令和元年度 

Ｑ地区 事業名称：農業用施設整備事業 

実施主体：楢葉町 

実施区域：別添の復興整備事業総括図のとおり 

実施予定期間：平成28年度～平成30年度 

Ｒ地区 事業名称：上繁岡地区地域交流促進ゾーン整備事業 

実施主体：楢葉町 

実施区域：別添の復興整備事業総括図のとおり 

実施予定期間：令和2年度～令和3年度 

S地区 事業名称：多機能拠点整備事業 

実施主体：楢葉町 

実施区域：別添の復興整備事業総括図のとおり 

実施予定期間：令和4年度～令和6年度 



 

 

 

４－① 土地利用基本計画の変更等に係る事項（法第４８条第１項関係） 

整 理 

番 号 
事 業 区 分 

図 面 

記 号 
変更等する土地利用基本計画等 

変更等 

の 別 

変更等する部分の 

面積(ha) 備   考 

拡 大 縮 小 

   

     

    

    

        

 

（注）１  本様式は、復興整備事業の実施に関連して土地利用基本計画の変更等を行うときに法第４６条第２項第４号に掲げる事項として記載するとともに、土地利用基本計画の変更等に係る事項の様式を添付する。 

２ 「事業区分及び図面記号」は、「４ 復興整備事業に係る事項」と整合させる。 

３ 「変更等する土地利用基本計画等」は、法第４８条第１項各号に規定する土地利用基本計画等の内容を記載する。 

４ 「変更等の別」は、法第４８条第１項に規定する変更、指定、廃止、決定、解除又は指定の取消しを記載する。 

５ 「変更等する部分の面積」は、事業区分欄の事業の実施により変更等される面積を記載する。

５ 復興整備計画の期間（法第４６条第２項第５号関係） 

平成25年度～令和6年度まで 

６ その他復興整備事業の実施に関し必要な事項（法第４６条第２項第６号関係） 

 



 

 

４－② 復興整備事業に関する許認可等に係る事項（法第４９条及び第５０条関係） 

 

整理 

 

番号 

 

事業区分 

 

図面 

 

記号 

農地法 

（大臣許可） 
都市計画法 

農地法 

（知事許可） 
農振法 森林法 

自然公園

法 

漁港漁場 

整備法 
港湾法 

第４条第１項

・第５条第１

項の農地転用

許可 

第29条第

１項・第

２項の開

発許可 

 

第43条第

１項の建

築許可 

 

 

第59条第

１項から

第４項ま

での都市

計画事業

の認可等 

第４条第１項

・第５条第１

項の農地転用

許可 

第15条の

２の開発

許可 

 

 

第10条の

２第１項

の開発許

可 

 

第34条第

１項・第

２項の許

可 

 

第20条第

３項の許

可・第33

条第１項

の届出 

法第39条

第１項の

許可 

 

 

第37条第

１項の許

可等 

 

 

１ 
造成宅地滑動崩

落緊急対策事業 
Ａ地区 

 
○   ○       

 

２ 

集団移転促進事

業及びその他施

設の整備に関す

る事業 

Ｂ地区 

○ 

          
○ 

３ 
その他施設の整

備に関する事業 
Ｃ地区 

○ 

          ○ 

(2,3,5,7,8, 

10,11,12,13

工区) 

４ 
その他施設の整

備に関する事業 
Ｄ地区 

○ 
          

○ 

５ 
その他施設の整

備に関する事業 
Ｅ地区 

○ 
          

○ 

６ 
その他施設の整

備に関する事業 
Ｆ地区 

○ 

          
○ 

 (1期分) (2

期分(1工区))

（3期分） 



 

 

○ 

 (2期分(3工

区)  

７ 

集団移転促進事

業及びその他施

設の整備に関す

る事業 

Ｇ地区 

○ 
          

○ 

(1,2,3,4,5工

区) 

８ 
その他施設の整

備に関する事業 
Ｈ地区 

○ 
          

○ 

９ 
その他施設の整

備に関する事業 
Ｑ地区 

○ 
          

○ 

１０ 
その他施設の整

備に関する事業 
Ｒ地区 

○ 
          

○ 

１１ 
その他施設の整

備に関する事業 
S 地区 

○ 
          

○ 

（注）１ 本様式は、法第 49 条第１項の土地利用方針を記載しようとするとき又は復興整備事業に係る許認可等を得ようとするときに記載する。 

２ 復興整備事業の地区ごとに、当該事業に係る許認可等に関する事項の該当欄に「○」をするとともに、各許認可等に係る事項の様式を

添付する。 

３ 「農地法（大臣許可）」は、上段には法第 49 条第１項の土地利用方針を記載しようとするときに「○」をする。また、下段には法第

50 条第１項の復興整備事業に関する事項を記載しようとするときに「○」をする。この際、農林水産大臣が定める書類（様式第９）を

当該復興整備事業に関する事項を記載した復興整備計画の公表の日の前日までに、農林水産大臣に提出する。 

 
 





復興整備事業総括図

Ｒ 上繫岡地区地域交流促進ゾーン整備事業

S 多機能拠点整備事業



至
 
仙
台

至
 仙
台

楢葉町役場
竜田駅

Ｎ

S=1:20,000(A4)

復興整備事業総括図(1/2)

市町村界・復興整備計画の区域

移 転 元

復興整備事業の概ねの区域(変更前)

復興整備事業の概ねの区域(変更後)

Ⅰ地区
(波倉地区)

Ｆ 産業再生エリア整備事業(1期分･2期分･3期分）

Ｃ 竜田駅東側地域開発事業

※工区割については別図のとおり

Ｈ　波倉地区太陽光発電所整備事業

Ｉ　公共災害復旧事業(再復)
　　波倉地区海岸

Ｐ　道路橋りょう整備事業(再復)
　　県道広野小高線

※工区割については別図のとおり

Ｈ　波倉地区太陽光発電所整備事業

Ｒ　上繁岡地区地域交流促進ゾーン整備事業
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S=1:20,000(A4)

復興整備事業総括図(2/2)

市町村界・復興整備計画の区域

移 転 元

復興整備事業の概ねの区域(変更前)

復興整備事業の概ねの区域(変更後)

Ａ 造成宅地滑動崩落緊急対策事業

Ⅱ地区
(下井出地区)

Ⅲ地区

Ⅳ地区

(前原地区)

(山田浜地区)

Ｄ 診療所用地造成事業 Ｇ コンパクトタウン事業

Ｃ 竜田駅東側地域開発事業
※工区割については別図のとおり

　 防災集団移転促進事業及び
Ｂ 災害公営住宅整備事業

(仮称)一ツ屋団地
(楢葉南小学校周辺地区内)

Ｅ 廃炉関連事業所等整備事業

・防災集団移転促進事業
・災害公営住宅整備事業
・宅地造成事業(１期分・２期分）
・商業・交流施設整備事業

Ｋ　公共災害復旧事業(再復)
　　木戸川宿田２号

Ｊ　公共災害復旧事業(再復)
　　木戸川宿田１号

Ｌ　公共災害復旧事業(再復)
　　前原地区海岸

Ｍ　公共災害復旧事業(再復)
　　山田浜地区海岸

Ｐ　道路橋りょう整備事業(再復)
　　県道広野小高線

Ｏ　公共災害復旧事業(再復)
　　井出地区海岸

Ｎ　公共災害復旧事業(再復)
　　井出川

Ｑ 農業用施設整備事業  ※工区割については別図のとおり

S  多機能拠点整備事業



１３工区



工　区　割　図

Ｆ　産業再生エリア整備事業

２期分（３工区）

１期分

２期分（１工区）

３期分

除外範囲



１工区

６工区

５工区

４工区

３工区

２工区

Ｇ コン パク ト タウン事業

工 区 割 図









































　県営ほ場整備事業
（木戸川第３工区小堤地区）



県営ほ場整備事業
(木戸川第１工区）

県営ほ場整備事業
(木戸川第２工区）

県営ほ場整備事業
(木戸川第３工区）


